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１. 16年 9月中間期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 127,182 △ 16.1 1,539 15.9 1,051 －
15年 9月中間期 151,535 △ 38.3 1,328 11.7 △ 2,106 －
16年 3月期 341,739 7,974 2,778

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

16年 9月中間期 983 △ 99.6 7.43 3.48
15年 9月中間期 280,151 － 2,110.33 －
16年 3月期 280,213 2,112.45 991.38
(注)①持分法投資損益    16年 9月中間期    113 百万円          15年 9月中間期     56 百万円          16年 3月期    118 百万円

     ②期中平均株式数（連結）   普通株式　16年 9月中間期 132,342,321 株   15年 9月中間期 132,752,460 株   16年 3月期 132,648,700 株 

                                            優先株式  16年 9月中間期   60,000,000 株   15年 9月中間期　　　 　　　－ 株   16年 3月期  60,000,000 株  

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本      株主資本比率

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 263,437 34,154 13.0 31.41
15年 9月中間期 520,992 37,938 7.3 59.85
16年 3月期 301,464 33,457 11.1 26.10
(注)期末発行済株式数（連結）   普通株式　16年 9月中間期 132,262,858 株   15年 9月中間期 132,643,800 株   16年 3月期 132,457,777 株 

                                            優先株式　16年 9月中間期   60,000,000 株   15年 9月中間期　　　　 　　－ 株   16年 3月期  60,000,000 株  

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

16年 9月中間期 △ 1,516 △ 338 △ 7,952 52,178
15年 9月中間期 426 11,458 12,270 91,280
16年 3月期 12,813 12,509 △ 18,644 61,442

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  12 社   　　持分法適用非連結子会社数　0 社   　　持分法適用関連会社数　5 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結　（新規）  0 社    （除外）  1 社       持分法  （新規）  0 社     （除外）　0 社

２. 17年 3月期の連結業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 315,000 6,500 3,500
（参考） １株当たり予想当期純利益 （通期）     26 円 46 銭 

※上記業績予想の前提条件その他関連する事項については、添付資料の 6ページを参照して下さい。

１株当たり株主資本

当　期　純　利　益

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期　 末 　残 　高



○ 「１．平成16年 9月中間期の連結業績」 指標算式

・１株当たり中間（当期）純利益

・潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

・１株当たり株主資本

○ 「２．平成17年 3月期の連結業績予想」 指標算式

・１株当たり予想当期純利益 （通期）

普通株式の期中平均株式数（連結）

中間（当期）純利益

普通株式の期中平均株式数（連結）　＋　普通株式増加数　

中間（当期）純利益

期末の普通株式の発行済株式数（連結）

期末株主資本　－　期末発行済優先株式数　×　発行価額

期末の普通株式の発行済株式数（連結）　

予想当期純利益
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企業集団の状況

　当社グループは、主として建設事業及びその周辺関連事業を営んでおり、事業に係わる位置づけ等は次のと
おりであります。

  建 設 事 業　　 　当社及び連結子会社である(株)ガイアートＴ・Ｋ、関連会社である笹島建設(株)他が建
　  　　　　　　　設事業を営んでおります。
　  　　　　　　　　また、連結子会社であるテクノス(株)は建設事業の他、建設用資機材の製造販売等を行
　  　　　　　　　っております。

  その他の事業　　　連結子会社である(株)ケイエヌ・ファシリティーズは総合ビルメンテナンス事業を営ん
　  　　　　　　　でおり、当社はその一部の提供を受けております。
　  　　　　　　　　また、連結子会社である(株)ファテックは技術商品の提供事業を営んでおります。
　　　　　　　　　

　事業の系統図は次のとおりであります。

　　工事施工　　

　 工事施工、
　 建設資機材 　　　サービスの提供他
　 製造販売

　工事施工、
　建設資機材  サービスの提供他
　製造販売

　

　工事施工、
　建設資機材
　製造販売

 　テクノスペース・クリエイツ(株) 　サービスの
 　サンエフ工業(株) 　提供他
 　華熊営造股ｲ分有限公司
 　タイクマガイカンパニーリミテッド　
 　クマガイグミ(マレーシア)
　　　　　　　　センディリアンベルハッド　
 　ヒーバリミテッド

 主要な関連会社  ※持分法を適用している。
　 笹島建設(株)
 　共栄機械工事(株)
 　(株)前田工務店
 　石田工業(株)
 　ジオスター(株)

 連結子会社（3社）
   (株)ケイエヌ・ファシリティーズ
 　(株)ファテック
　 (株)テクニカルサポート

 連結子会社（9社）
   (株)ガイアートＴ・Ｋ
   テクノス(株)
 　ケーアンドイー(株)

得　　　　　　　　意　　　　　　　　先

建　　設　　事　　業

当　　　　　社

建　設　事　業 そ　の　他　の　事　業
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経営方針

１．経営の基本方針
当社グループは、「建設を核とした事業活動を通して、国内外において自然との調和のとれた

人間活動の場を構築し、優れた総合力を発揮して社会に貢献する企業集団を目指す。」ことを経
営理念に定めております。日常の行動としては、全役職員が徹底的に顧客志向の企業活動を行う
こととし、「お客様に感動を」のスローガンのもと、安全においては災害ゼロ、品質においては
瑕疵ゼロ、そして環境に配慮した企業活動の徹底を図り、｢安全・品質・環境 Ｎｏ.１」の熊谷
組ブランドの確立を経営上の最重要課題として位置付けております。また、広く社会に対し必要
な企業情報を適時性をもって開示し「開かれた企業」を確立することによって、顧客、株主をは

　　じめとした関係各位からの信頼獲得に努めております。

２．中長期的な経営戦略ならびに対処すべき課題
当社は、平成15年4月、会社分割による建設事業への経営専念と｢徹底的な経営構造改革」｢徹
底的なコスト構造改革」｢徹底的な財務構造改革」を骨子とした「経営構造改革３ヵ年計画」を
策定し、建設マーケットが持続的に縮小する現環境下においても安定した収益を創出、維持でき

　　る強固な経営基盤の早期確立に向け、グループの総力を挙げ取り組んでおります。

　　　主要な施策の取り組み及び進捗状況は、以下のとおりであります。
　　　・｢徹底的な経営構造改革」

従来の2支社13支店の支店組織体制から管理・生産機能の集約を図り、8支店に再編しまし
た。本社組織では、営業本部、土木本部、建築本部及び技術研究所の一部を統合し営業、生

　　　　 産、技術支援を一本化した他、管理部門等を最小限必要な機能に統廃合いたしました。
また、事業の専門性を高めるため小規模リニューアル事業、プロジェクトマネジメント事

　　　　 業、汚染土壌浄化事業等を子会社に移譲または分社化しました。
     　　  この結果、本社組織は当初の8本部、56部・グループからほぼ半減しております。

これらにより、限られた経営資源を能率的・効率的に活用する体制が整い、お客様第一
主義、生産力・技術力重視、現場重視の基本方針がより徹底されることとなりました。
営業戦略面においても、市場分野対応密度の大幅な向上により、ソリューションからアフ
ターケアまでより迅速できめ細やかなサービスの提供が可能となり、受注競争力の強化につ

         ながっております。
　　　・｢徹底的なコスト構造改革」

新たな組織編成に伴う人員体制のスリム化、部門別収益管理の徹底による収益に連動した
給与制度の強化に加え、年金基金の運用環境の悪化から収益の圧迫要因となっていた退職給
付費用を軽減するため厚生年金基金を解散するなど、人件費の大幅圧縮を図っております。
また物件費においても、組織のコンパクト化や徹底した予算管理などにより削減が進み、

　　　   人件費と併せ営業利益の増加に寄与しております。
　　　・｢徹底的な財務構造改革」

前連結会計年度において、株主の皆様には減資及び株式併合のご承認、主要取引金融機関
　　　　 等の皆様には債務免除と優先株のお引き受けをいただきました。

また会社分割により、当社の不動産事業、海外ＰＦＩ事業等に係る投融資事業及び債権の
　　　　 回収事業が新設会社に承継されました。

これらにより、資本の充実と有利子負債の大幅な圧縮を図ることができ、財務体質が大き
　　　　 く改善いたしました。
　　　なお、受注、業績計画の達成状況は次のとおりであります。

－２－
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３．飛島建設株式会社との経営統合見送りについて
当社は、再建をより堅固なものにするため、平成15年5月に飛島建設株式会社と「包括的業務

　提携協定書」を締結し、平成17年4月の合併を目指して協議を重ねてまいりました。
しかし、統合新会社の業績を最終的に確認した結果、技術力の融合による営業力、収益力強化
等の統合効果は確認できたものの、両社の経営システムの相違により、リロケーション、情報シ
ステム等の統合費用が予想以上になること及び間接部門の効率化発揮までに時間を要することな

　どから、両社ともに統合効果の早期実現は困難との判断にいたりました。
この結果、誠に遺憾ではありますが、それぞれ個社の業績向上を第一義とすることが、両社の
株主様をはじめ関係各位の利益に合致すると判断し、経営統合を見送ることといたしました。
今後も当社は単独の計画である「経営構造改革３ヵ年計画」に基づき、経営基盤の一層の強化
に取り組むとともに、お客様にご信頼、ご満足をいただけるサービスを提供すべく、「お客様に
感動を」をスローガンに、安全、品質及び環境においてＮＯ.１を目指してまいりますので、何

　卒、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）
当社では、顧客満足の向上とともに、社会に貢献し、企業価値を高めていくという基本理念を実
現する上で、経営上の意思決定の仕組みや組織体制を整備し、企業統治(コーポレート・ガバナン

　ス)の実効性を高めていくことは、経営上の最も重要な課題のひとつと位置づけております。
（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

当社は、監査役制度を採用しており、社内監査役2名、社外監査役2名の4名で構成されておりま
す。社外監査役には弁護士を選任し、法律知識に基づいた監査機能の強化により、取締役の業務執
行の適法性確保に資しております。当社と社外監査役2名との間に取引等の利害関係はありません。
取締役会は、7名の取締役からなり、法令及び当社定款に定められた事項、その他経営に関する
重要事項について審議し、議決しております。平成13年1月からは、執行役員制度を導入し、取締
役会の事業戦略決定・監督機能と執行役員の業務執行機能を分離することで取締役会の戦略性・機
動性を高め、意思決定の迅速化を図るとともに、業務執行力の強化、執行責任の明確化により、企

　業競争力の抜本的強化を図っております。
また、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に対して最適な経営体制を構築するため、
平成15年6月開催の定時株主総会にて定款を変更し、取締役の任期を従来の2年から1年に短縮いた
しました。取締役の人数についても同総会前の11名から現在7名となり、少数の取締役にて経営の

　効率を高めるよう努めております。
経営会議は、取締役7名に執行役員2名(首都圏支店長、関西支店長)を加えた9名からなり、経営

　理念、経営方針、経営計画、基本組織、基幹的人事に係る事項を決定しております。
コンプライアンス体制を強化するため、社外委員等で構成する「法遵守監査委員会」を設置し、
社内の業務執行に対して、外部ステークホルダーの視点から定期的に客観的かつ専門的な評価を行
っていただくことにより、社内で運営される諸システムに対する不断の見直しを図っております。

（単位：億円）
平成18年3月期

計画 実績 計画 現在見通し 計画
 受注高 2,065 2,307 1,980 2,170 1,950
 売上高 3,393 2,757 2,342 2,450 2,162
 売上総利益 220 220 187 205 189
（同率） (6.5%) (8.0%) (8.0%) (8.4%) (8.7%)

 営業利益 55 72 59 75 84
（同率） (1.6%) (2.6%) (2.5%) (3.1%) (3.9%)

 経常利益 11 32 39 55 66
（同率） (0.3%) (1.2%) (1.7%) (2.2%) (3.1%)

平成16年3月期 平成17年3月期

－３－



株式会社　熊　谷　組　

また、コンプライアンス専門部署として監査室、法務コンプライアンス部を設置し、定期的に業
　務監査並びに社員教育を実施することとしており、その結果は適時社長に報告されております。
　  当社のコーポレート・ガバナンス体制は下図のとおりです。

５．利益配分に関する基本方針

利益配分につきましては、内部留保の充実による市場競争力並びに財務体質の強化を図りな

がら株主への利益還元に努め、当期の業績及び業績見通しを勘案して配当金を決定することを

　　基本方針としております。                                                            .

また、内部留保資金につきましては、経営体質の一層の充実並びに将来の事業展開に有効に

　　活用していく考えであります。                                                            .

現在は厳しい経営環境から配当を見送らせていただいておりますが、「経営構造改革３ヵ年

計画」の遂行に全力を注ぎ早期の業績回復、復配ができますよう、なお一層の経営努力を行っ

　　てまいりますので、関係各位におかれましてはご理解いただきたくお願い申し上げます。              

６．環境問題に対する対応

環境問題につきましては、当社が策定した「地球環境保全活動基本計画」において、

"環境負荷低減への自主的取り組み"、"企業市民としての環境問題への貢献"、"環境関

連技術の活用による地球環境保全"などに関し詳細な指針等を制定し、社会的責務と

　　 の認識に基づいた積極的な対応をすすめております。 　　 　　                                  

ま た 、 当社の環境保全活動の成果を広く社会の皆様にご報告する、環境報告書

“Ｇ reen Ａ ctivities ”を毎年発行しております。今後も皆様のご指導を賜りながら

　　 さらに環境保全活動を加速してまいりたいと考えております。

業務執行

株　主　総　会

取締役(会)

会
計
監
査
人

監督

事業部門 指導

選任 選任選任

管理部門
法務ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ部
（牽制機能）

指示

指示

監査

監査

監査

監査室

（内部監査機能）

執行役員
（取締役兼務含む）

監査

指示

経営会議

監査役(会)
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経営成績及び財政状態

１．経営成績
　（１）当中間連結会計期間の概況

　（２）当中間連結会計期間の主な受注工事
　 〔土　木〕

独 立 行 政 法 人 水 資 源 機 構 徳山ダム堤体建設三期工事
日 本 道 路 公 団 第二東名高速道路引佐インターチェンジ北工事
日 本 道 路 公 団 第二東名高速道路浜松トンネル西（その３）工事
仙 台 市 長町第２雨水幹線工事１外１線

   〔建　築〕
株式会社大京･関電不動産株式会社 （仮称）糸屋町プロジェクト新築工事
株 式 会 社 み か げ 都 市 開 発 （仮称）新宿歌舞伎町計画
学 校 法 人 京 都 橘 女 子 学 園 京都橘女子大学新学部増築（仮称）
医 療 法 人 社 団 愛 心 会 湘南厚木クリニック新築工事

（注）すべて当社の受注工事である。

　（３）当中間連結会計期間の主な完成工事
　 〔土　木〕

日 本 道 路 公 団 東海環状自動車道笠原トンネル南工事
独 立 行 政 法 人 水 資 源 機 構 徳山ダム堤体建設二期工事
名 古 屋 高 速 道 路 公 社 県道高速名古屋朝日線古城工区下部工事
国 土 交 通 省 平成１３年度東海環状瀬戸北ＩＣ改良工事

   〔建　築〕
学 校 法 人 日 本 大 学 日本大学文理学部新図書館新築工事
偉創力電子製造（上海）有限公司 フレクストロニクス馬陸工業園区第１期工場新築工事
北 海 道 開 発 局 旭川合同建築工事
医 療 法 人 北 埼 病 院 （仮称）北埼病院新築工事

（注）すべて当社の完成工事である。

理費の削減に努めたことにより、営業利益は同15.9％増の15億円となり、さらに支払利息の減少等
により経常損益は、前中間連結会計期間の21億円の損失から10億円の利益計上となりました。
また、中間純利益は前期損益修正損益等を加減し9億円となっております。なお、前中間連結会

　　計期間は2,684億円の債務免除益等により、2,801億円の中間純利益を計上しておりました。

このような状況のもとで、当社グループの当中間連結会計期間における業績は、売上高は、前連
結会計年度迄の手持工事高の減少及び昨年10月1日の当社の会社分割等により、前中間連結会計期

　　間比16.1％減の1,271億円となりました。
損益につきましては、売上高が減少したものの、完成工事総利益率の向上及び販売費及び一般管

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や鉱工業生産の緩やかな拡大のもとで、企業の
　　設備投資の増加と雇用、所得環境の改善により、景気は堅調に回復を続けました。

建設業界におきましては、企業収益の改善により事務所､工場等の非住宅投資が増加したものの､
公共投資は国、地方ともに減少基調が続いており、受注環境は引き続き厳しいものとなりました。

－５－　
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（４）通期の見通し
今後のわが国経済は、企業収益と雇用が引き続き改善傾向にあり、設備投資、個人消費ともに増

　　加が見込まれるため、景気は回復基調が続くと予想されます。
建設業界においては、民間設備投資は好調を持続するものの、依然として公共投資は減少傾向で

　　あり、今後も建設市場は縮小すると予測されます。
これら諸般の情勢に加え、工事採算性の改善等により、平成17年3月期の連結業績につきまして

　　は、売上高3,150億円、経常利益65億円、当期純利益35億円を見込んでおります。
当社個別の業績につきましては、受注高2,170億円、売上高2,450億円、経常利益55億円、当期純

　　利益45億円を見込んでおります。

２．財政状態
（１）当中間連結会計期間の概況

連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年
度に比べ従業員の退職に係る資金負担の減少はありましたが、工事量の減少過程で売上債権の回収
が減少したこと等により15億円のマイナス(前中間連結会計期間は4億円のプラス)となりました。
投資活動によるキャッシュ・フローは、機械装置等の更新に伴う設備投資等により3億円のマイ

　　ナス（前中間連結会計期間は114億円のプラス）となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、「経営構造改革３ヵ年計画」に織り込んだ借入金の返済
を前倒しで実行したこと等により、79億円のマイナス（前中間連結会計期間は122億円のプラス）

　　となりました。　
これらに加え、子会社の合併等による増加6億円を含め、現金及び現金同等物の当中間連結会計
期間末残高は前連結会計年度末に比べ92億円減少し、521億円（前連結会計年度末比15.1％減）と

　　なりました。

（２）キャッシュ・フロー指標の推移

  　　 自己資本比率：自己資本／総資産

       時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

       債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

       インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

      （注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

            ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

            ３．営業キャッシュ・フローについては連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

　 　      　 フローを使用しており、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

 　　　　     おります。

            ４．中間期の債務償還年数及び営業キャッシュ・フローがマイナスの期の債務償還年数、インタレスト

  　      　　・カバレッジ・レシオについては、表示しておりません。

平成14年９月期 平成15年３月期 平成15年９月期 平成16年３月期 平成16年９月期

　自己資本比率    　 　 1.7％ 　  △ 47.4％    　　  7.3％   　 　 11.1％  　　   13.0％

　時価ベースの自己資本比率  　    　1.4％ 　　   　2.3％  　    　4.6％  　    　8.6％ 　 　 　10.5％

　債務償還年数  　　 　　－  　 　　　－  　 　　　－  　  　  6.8年  　 　　　－ 

　インタレスト・カバレッジ・レシオ 　　　 　 － 　　 　　 － 　 　 　 0.1倍 　 　 　 2.9倍  　 　　　－ 
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中間連結貸借対照表（資産の部）
(単位：百万円）

　　　　　 期　　　別
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 比　較　増　減

平成16年９月30日 平成15年９月30日 平成16年３月31日

科　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 金　　額 構成比

（資   産   の   部） % % %

 流　動　資　産 202,208 76.8 313,759 60.2 △ 111,550 239,642 79.5

現 金 預 金 52,290 91,621 △ 39,331 61,554 

受取手形・完成工事未収入金等 91,874 115,732 △ 23,858 129,700 

未 成 工 事 支 出 金 29,961 28,003 1,957 14,768 

た な 卸 不 動 産 － 38,997 △ 38,997 － 

未 収 入 金 19,187 26,615 △ 7,428 25,977 

そ の 他 流 動 資 産 10,074 14,628 △ 4,554 9,847 

貸 倒 引 当 金 △ 1,178 △ 1,839 661 △ 2,207 

 固　定　資　産 61,228 23.2 207,232 39.8 △ 146,004 61,821 20.5

　有 形 固 定 資 産 17,607 95,510 △ 77,903 17,385 

建 物 ・ 構 築 物 4,239 42,389 △ 38,150 4,249 

土 地 11,533 49,572 △ 38,038 11,395 

そ の 他 1,834 3,548 △ 1,714 1,740 

　無 形 固 定 資 産 982 2,668 △ 1,686 1,086 

　投 資 そ の 他 の 資 産 42,638 109,053 △ 66,415 43,350 

投 資 有 価 証 券 20,609 20,853 △ 243 20,485 

長 期営業外未収入金 2,685 126,506 △ 123,820 1,789 

破産債権、更生債権等 2,608 100,809 △ 98,201 2,534 

そ の 他 投 資 等 21,809 51,186 △ 29,377 21,929 

貸 倒 引 当 金 △ 5,074 △ 190,301 185,227 △ 3,388 

資　  産  　合  　計 263,437   100 520,992   100 △ 257,555 301,464   100

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

－７－
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中間連結貸借対照表（負債・少数株主持分・資本の部）
(単位：百万円）

　　　　　 期　　　別 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 比　較　増　減
平成16年９月30日 平成15年９月30日 平成16年３月31日

科　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 金　　額 構成比

（負   債   の   部） % % %

 流　動　負　債 143,754 54.6 197,405 37.9 △ 53,651 183,335 60.8

支払手形・工事未払金等 83,690 102,926 △ 19,235 111,239 

短 期 借 入 金 8,349 33,641 △ 25,291 15,935 

未 成 工 事 受 入 金 23,615 21,081 2,534 19,139 

完 成工事補償引当金 512 613 △ 101 751 

そ の 他 流 動 負 債 27,586 39,143 △ 11,556 36,269 

 固　定　負　債 84,129 31.9 285,363 54.8 △ 201,234 84,640 28.1

長 期 借 入 金 70,395 220,128 △ 149,732 70,709 

退 職 給 付 引 当 金 13,299 12,273 1,026 13,422 

退 職給付損失引当金 － 4,153 △ 4,153 － 

開発事業整理損失引当金 － 23,794 △ 23,794 － 

そ の 他 固 定 負 債 434 25,013 △ 24,579 507 

  負     債     合     計 227,883 86.5 482,769 92.7 △ 254,885 267,975 88.9

（少 数 株 主 持 分）

 少 数 株 主 持 分 1,399 0.5 284 0.0 1,114 31 0.0

（資   本   の   部）

 資　　本　　金 13,341 5.1 3,341 0.6 10,000 13,341 4.4

 新 株 式 払 込 金 － 0.0 30,000 5.8 △ 30,000 － －

 資 本 剰 余 金 9,926 3.8 － － 9,926 9,926 3.3

 利 益 剰 余 金 9,363 3.5 10,184 2.0 △ 821 8,492 2.8

 その他有価証券評価差額金 1,788 0.7 1,683 0.3 104 1,956 0.7

 為替換算調整勘定 △ 76 △ 0.0 △ 7,116 △ 1.4 7,039 △ 68 △ 0.0

 自  己  株  式 △ 188 △ 0.1 △ 154 △ 0.0 △ 34 △ 190 △ 0.1

  資     本     合     計 34,154 13.0 37,938 7.3 △ 3,784 33,457 11.1

負債､少数株主持分及び資本合計 263,437    100 520,992    100 △ 257,555 301,464    100

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
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中間連結損益計算書
（単位：百万円）

　　　　　  期　　　別
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間  前連結会計年度の

要約連結損益計算書
自 平成16年４月１日 自 平成15年４月１日 比　較　増　減 自 平成15年４月１日
至 平成16年９月30日 至 平成15年９月30日 至 平成16年３月31日

科　　　目 金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 増減率 金　額 百分比

% % % %
 売　　上　　高 127,182 100  151,535 100  △ 24,353 △ 16.1 341,739 100  

完 成 工 事 高 127,182 ( 100  ) 137,850 ( 100  ) △ 10,667 319,705 ( 100  )

不 動 産 事 業 等 売 上 高 － ( －  ) 13,685 ( 100  ) △ 13,685 22,034 ( 100  )

 売  上  原  価 116,883 91.9 139,933 92.3 △ 23,050 △ 16.5 313,507 91.7

完 成 工 事 原 価 116,883 91.9 ) 128,717 ( 93.4 ) △ 11,834 294,885 ( 92.2 )

不動産事業等売上原価 － ( － ) 11,215 ( 82.0 ) △ 11,215 18,621 ( 84.5 )

 売 上 総 利 益 10,298 8.1 11,602 7.7 △ 1,303 △ 11.2 28,232 8.3

完 成 工 事 総 利 益 10,298 8.1 ) 9,132 ( 6.6 ) 1,166 24,819 ( 7.8 )

不動産事業等総利益 － ( － ) 2,469 ( 18.0 ) △ 2,469 3,412 ( 15.5 )

 販売費及び一般管理費 8,759 6.9 10,273 6.8 △ 1,514 △ 14.7 20,257 5.9

営 業 利 益 1,539 1.2 1,328 0.9 210 15.9 7,974 2.3

 営 業 外 収 益 952 0.7 989 0.6 △ 37 △ 3.8 1,707 0.5

受 取 利 息 147 298 △ 151 432
受 取 配 当 金 120 431 △ 310 700
持 分 法 投 資 利 益 113 56 56 118
為 替 差 益 373 － 373 －
そ の 他 営 業 外 収 益 197 202 △ 5 456

 営 業 外 費 用 1,439 1.1 4,424 2.9 △ 2,984 △ 67.5 6,903 2.0

支 払 利 息 1,062 3,487 △ 2,424 4,608
そ の 他 営 業 外 費 用 376 936 △ 560 2,295

経 常 利 益 1,051 0.8 △ 2,106 △ 1.4 3,158 － 2,778 0.8

 特  　別  　利  　益 2,237 1.8 276,723 182.6 △ 274,486 △ 99.2 279,834 81.9

前 期 損 益 修 正 益 2,154 5,974 △ 3,820 8,252
債 務 免 除 益 － 268,400 △ 268,400 268,400
そ の 他 特 別 利 益 83 2,349 △ 2,265 3,182

 特  　別 　 損  　失 2,024 1.6 7,247 4.8 △ 5,223 △ 72.1 14,493 4.2

前 期 損 益 修 正 損 642 464 177 4,770
固 定 資 産 売 却 損 1 329 △ 328 487
子 会 社 株 式 売 却 損 68 1,249 △ 1,180 1,249
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 712 769 △ 56 1,159
開発事業整理損失引当金繰入額 － 1,277 △ 1,277 1,277
そ の 他 特 別 損 失 600 3,158 △ 2,557 5,550

税金等調整前中間(当期)純利益 1,264 1.0 267,369 176.4 △ 266,105 △ 99.5 268,119 78.5

法人税、住民税及び事業税 340 0.3 179 0.1 161 89.8 481 0.1

法 人 税 等 調 整 額 △ 74 △ 0.1 △ 12,959 △ 8.6 12,884 － △ 12,575 △ 3.7

少 数 株 主 利 益 15 0.0 △ 1 △ 0.0 17 － △ 0 △ 0.0

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 983 0.8 280,151 184.9 △ 279,168 △ 99.6 280,213 82.0

－９－
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中間連結剰余金計算書
（単位:百万円）

期　　別　　　

　　　科　　目

 Ⅰ 資本剰余金期首残高 9,926 212 212

 Ⅱ 資本剰余金増加高 

    増資による新株の発行 － － － － 15,000 15,000

 Ⅲ 資本剰余金減少高 

　　欠損填補のための取崩高 － 212 212

　　会社分割による資本準備金の減少 － － － 212 5,073 5,285

 Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）残高 9,926 － 9,926

 Ⅰ 利益剰余金期首残高 8,492 △ 298,519 △ 298,519

 Ⅱ 利益剰余金増加高 

　　資本剰余金取崩による増加高 － 212 212

　　資本減少による増加高 － 30,070 30,070

　　持分法適用会社の減少に伴う増加高 － － 4,196

　　中間（当期）純利益 983 983 280,151 310,434 280,213 314,692

 Ⅲ 利益剰余金減少高 

    連結会社減少に伴う減少高 － 1,729 7,680

    役員賞与金 0 － －

    その他減少高 111 111 － 1,729 － 7,680

 Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高 9,363 10,184 8,492

当中間連結会計期間

自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日

金　    　額

（資 本 剰 余 金 の 部）

（利 益 剰 余 金 の 部）

前中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

金　    　額

自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日

金　    　額
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中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位:百万円）

期　　別　　　　　　 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成16年４月１日 自 平成15年４月１日 自 平成15年４月１日

至 平成16年９月30日 至 平成15年９月30日 至 平成16年３月31日

　　　　　科　　目 金　    　額 金　    　額 金　    　額

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 1,264 267,369 268,119
減価償却費 689 1,809 2,625
債務免除益 － △ 268,400 △ 268,400
貸倒引当金の増加・減少（△）額 595 △ 4,815 △ 4,504
開発事業整理損失引当金の増加・減少（△）額 － △ 7,614 △ 7,614
退職給付引当金の増加・減少（△）額 △ 391 9,363 10,535
退職給付損失引当金の増加・減少（△）額 － △ 19,006 △ 23,160
受取利息及び受取配当金 △ 267 △ 730 △ 1,132
支払利息 1,062 3,487 4,608
為替差損・益（△） 53 357 631
持分法による投資損失・利益（△） △ 113 △ 56 △ 118
有価証券及び投資有価証券評価損 19 32 203
有価証券及び投資有価証券売却損・益（△） 55 1,017 897
固定資産除却損 26 22 274
固定資産評価損 7 0 35
固定資産売却損・益（△） △ 34 6 △ 183
売上債権の減少・増加（△）額 41,522 63,697 49,311
未成工事支出金の減少・増加（△）額 △ 14,280 △ 11,106 2,109
たな卸不動産の減少・増加（△）額 － 2,228 3,476
仕入債務の増加・減少（△）額 △ 31,194 △ 57,367 △ 46,639
未成工事受入金の増加・減少（△）額 3,506 7,577 5,635
その他 △ 2,922 14,878 19,364

小     計 △ 400 2,751 16,077
利息及び配当金の受取額 258 1,393 1,795
利息の支払額 △ 1,028 △ 3,348 △ 4,491
法人税等の支払額 △ 346 △ 369 △ 568

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,516 426 12,813

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 213 △ 4,709 △ 4,892
有形固定資産の売却による収入 23 16,516 16,763
連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 39 470 470
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 21 △ 81 △ 116
有価証券及び投資有価証券の売却による収入 31 1,644 1,953
貸付による支出 △ 519 △ 7,150 △ 7,367
貸付金の回収による収入 268 550 873
その他 52 4,218 4,824

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 338 11,458 12,509

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金純増加・減少（△）額 △ 46 29,298 12,260
長期借入れによる収入 － 24,736 24,736
長期借入金の返済による支出 △ 7,854 △ 67,928 △ 81,769
新株式払込金による収入 － 30,000 －
株式の発行による収入 － － 30,000
その他 △ 51 △ 3,836 △ 3,872

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,952 12,270 △ 18,644

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 119 △ 605 △ 833
 Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △ 9,927 23,549 5,844
 Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 61,442 68,064 68,064
 Ⅶ 会社分割に伴う現金及び現金同等物の減少額 － － △ 3,081
 Ⅷ 連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の増加・減少(△)額 663 △ 333 △ 9,383
 Ⅸ 現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 52,178 91,280 61,442
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〔中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕

 １．連結の範囲に関する事項
    (1) 連結子会社
　      連結子会社数 12社
        主要な連結子会社名は、「企業集団の状況」に記載のとおり。
        なお、ﾊｳﾃｯｸ二十一㈱については保有株式を売却し有効な支配従属関係が存在しないこととなったため、当中間連結会計期間より
      連結子会社から除外した。

    (2) 非連結子会社
　      主要な非連結子会社名
      　　(株)上越ｼﾋﾞｯｸｻｰﾋﾞｽ
      　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見
      合う額）等が、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない。
 ２．持分法の適用に関する事項
　　(1) 持分法適用の関連会社
　　　　持分法適用の関連会社数 5社　　　　　　　 
　　　　主要な持分法適用の関連会社名は、「企業集団の状況」に記載のとおり。
　　(2) 持分法非適用の非連結子会社及び関連会社　　　　　　
　　　① 持分法非適用の主要な非連結子会社名
   　　　　(株)上越ｼﾋﾞｯｸｻｰﾋﾞｽ
　　　② 持分法非適用の主要な関連会社名
   　　　　ｼｰｲｰｴﾇｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株) 
      　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、中間純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
      要性がないため、持分法の適用から除外している。
 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
   　華熊営造股ｲ分有限公司、ｸﾏｶﾞｲｸﾞﾐ(ﾏﾚｰｼｱ)ｾﾝﾃﾞｨﾘｱﾝﾍﾞﾙﾊｯﾄﾞ及びﾀｲｸﾏｶﾞｲｶﾝﾊﾟﾆｰﾘﾐﾃｯﾄﾞの中間決算日は、6月30日である。
　   中間連結財務諸表作成にあたっては､同中間決算日現在の中間財務諸表を使用している。ただし、7月1日から中間連結決算日9月30日
   までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っている。
     上記以外の連結子会社の中間決算日は、中間連結財務諸表提出会社と同一である。
 ４．会計処理基準に関する事項
    (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法　
      ① 有価証券のうち、その他有価証券の時価のあるものの評価は、中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直
 　　　入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっている。
　　　② デリバティブの評価は、時価法によっている。
　　　③ 未成工事支出金の評価は、個別法による原価法、材料貯蔵品は移動平均法による原価法によっている。
　  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　① 有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっている。
　　　② 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
　　 　間（5年）に基づく定額法を採用している。
 　 (3) 重要な引当金の計上基準
      ① 貸倒引当金は、債権の貸倒損失に備えるため、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率により計算した金額
       のほか、貸倒懸念債権等については個別に債権を評価して回収不能見込額を計上している。
      ② 完成工事補償引当金は、完成工事に係るかし担保の費用にあてるため、過去の一定期間における実績率により計算した金額を計
       上している。
      ③ 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
       当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。
    　　 なお、会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用処理しており、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
       間以内の一定の年数（5～9年）による定額法により費用処理している。また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお
       ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5～9年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処理することとしてい
　　　 る。
  　(4) 重要なリース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
　　　法に準じた会計処理によっている。

 　 (5) ヘッジ会計の方法

　 　 ① ヘッジ会計の方法は、主として繰延ヘッジ処理を採用している。

 　　 ② ヘッジ手段は、金利スワップ取引及び金利キャップ取引、ヘッジ対象は、市場金利等の変動によりキャッシュ・フローが変動す

　  　 るもの（変動金利の借入金）としている。

　 　 ③ ヘッジ方針は、当社の内部規定である「デリバティブ取引取扱規程」に基づき、金利変動リスクをヘッジすることを目的として

　　 　いる。 　 
 　　 ④ ヘッジ有効性評価の方法は､ヘッジ手段とヘッジ対象について有効性判定期間における金利変動を比較し評価を行っている。
    (6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項
    　① 完成工事高の計上基準
　　  　 完成工事高の計上基準は、原則として工事進行基準を適用している。但し、工期が１年未満の工事については工事完成基準によ
       っている。なお、当中間連結会計期間における工事進行基準による完成工事高は 79,661百万円である。
      ② 消費税等の会計処理
　    　 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。
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 ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 　　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能

　 であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。

〔注記事項〕

（中間連結貸借対照表関係）
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

 １．有形固定資産の減価償却累計額 27,211百万円 50,455百万円 25,164百万円
 ２．担保に供している資産

土 地 他 22,360百万円 80,589百万円 21,638百万円
 ３．保証債務額 2,536百万円 3,442百万円 2,621百万円
 ４．受取手形裏書譲渡高 29百万円 109百万円 23百万円
 ５．１株当たり純資産額 31.41円 59.84円 26.10円

（中間連結損益計算書関係）
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

 １．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額
従 業 員 給 料 手 当 3,075百万円 3,409百万円 7,089百万円

　　　　　退職給付引当金繰入額 603百万円 759百万円 1,055百万円
　　　　　貸倒引当金繰入額 2百万円 31百万円 497百万円
 ２．１株当たり中間（当期）純利益金額等
　　 １株当たり中間（当期）純利益 7.43円 2,110.32円 2,112.44円
　 　　（当該金額の算定上の基礎）

中間（当期）純利益 983百万円 280,151百万円 280,213百万円
普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円 0百万円
普通株式に係る中間（当期）純利益 983百万円 280,151百万円 280,212百万円
普通株式の期中平均株式数 132,342千株 132,752千株 132,648千株

     潜在株式調整後１株当たり当期純利益 3.48円 －円 991.38円
　 　　（当該金額の算定上の基礎）

中間（当期）純利益調整額 －百万円 －百万円 －百万円
普通株式増加数 150,000千株 －千株 150,000千株

－ － －

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

  現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結

  (連結)貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現 金 預 金 勘 定 52,290百万円 91,621百万円 61,554百万円
預入期間が3ヵ月を
超 え る 定 期 預 金 △　　 111百万円 △　　 341百万円 △　   111百万円

現金及び現金同等物 52,178百万円 91,280百万円 61,442百万円

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要
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〔セグメント情報〕

１．事業の種類別セグメント情報

　当中間連結会計期間（自 平成16年４月１日  至 平成16年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略した。

　前中間連結会計期間（自 平成15年４月 1日  至 平成15年９月30日）
(単位：百万円) 

建設事業 不動産事業等 計 消去又は全社 連    結

　売 上 高

　(1) 外部顧客に対する売上高 137,850 13,685 151,535 － 151,535

　(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 － 520 520 ( 520) － 

計 137,850 14,206 152,056 ( 520) 151,535

営 業 費 用 137,708 12,997 150,705 ( 497) 150,207

営 業 利 益 142 1,209 1,351 ( 23) 1,328

　前連結会計年度（自 平成15年４月１日  至 平成16年３月31日）
(単位：百万円) 

建設事業 不動産事業等 計 消去又は全社 連    結

　売 上 高

　(1) 外部顧客に対する売上高 319,705 22,034 341,739 － 341,739

　(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 － 860 860 ( 860) － 

計 319,705 22,894 342,600 ( 860) 341,739

営 業 費 用 313,759 20,821 334,580 ( 815) 333,764

営 業 利 益 5,946 2,073 8,019 ( 44) 7,974

(注) 1.事業区分の方法

　     日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

     2.各区分に属する主要な事業の内容

   　  建 設 事 業 ：土木、建築その他建設工事全般に関する事業

   　  不動産事業等：不動産の売買及び賃貸に関する事業ならびに金融事業等
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２．所在地別セグメント情報

　当中間連結会計期間（自 平成16年４月１日  至 平成16年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略した。

　前中間連結会計期間（自 平成15年４月 1日  至 平成15年９月30日）
(単位：百万円) 

日　本 北　米 欧　州 ｵｾｱﾆｱ ｱ ｼﾞｱ 計 消    去
又は全社 連　結

　売 上 高

　(1) 外部顧客に対する売上高 140,621 3,021 649 1,231 6,011 151,535 － 151,535

　(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 － 4 3 60 0 68 ( 68) － 

計 140,621 3,025 652 1,291 6,012 151,604 ( 68) 151,535

営 業 費 用 139,038 3,014 138 1,426 6,637 150,255 ( 48) 150,207

営 業 利 益 1,582 11 514 △ 134 △ 625 1,348 ( 20) 1,328

　前連結会計年度（自 平成15年４月１日  至 平成16年３月31日）
(単位：百万円) 

日　本 北　米 欧　州 ｵｾｱﾆｱ ｱ ｼﾞｱ 計 消    去
又は全社 連　結

　売 上 高

　(1) 外部顧客に対する売上高 324,604 3,021 649 1,231 12,232 341,739 － 341,739

　(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 － 4 3 60 0 68 ( 68) － 

計 324,604 3,025 652 1,291 12,233 341,808 ( 68) 341,739

営 業 費 用 314,975 3,014 138 1,426 14,226 333,781 ( 16) 333,764

営 業 利 益 9,629 11 514 △ 134 △ 1,993 8,026 ( 51) 7,974

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
     (1)国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。
　   (2)各区分に属する主な国又は地域   ① 北 米･････米国
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　② 欧 州･････英国　
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　③ ｵｾｱﾆｱ･････豪州
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　④ ｱ ｼﾞｱ･････香港、台湾及び当社香港営業所、シンガポール営業所　
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３．海外売上高

　当中間連結会計期間（自 平成16年４月１日  至 平成16年９月30日）
(単位：百万円) 

北　米 欧　州 ｵｾｱﾆｱ ｱ ｼﾞｱ 計

Ⅰ 海外売上高 － － 1,947 14,989 16,936

Ⅱ 連結売上高 127,182

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％)    － － 1.5 11.8 13.3 

     

　前中間連結会計期間（自 平成15年４月 1日  至 平成15年９月30日）
(単位：百万円) 

北　米 欧　州 ｵｾｱﾆｱ ｱ ｼﾞｱ 計

Ⅰ 海外売上高 3,021 656 1,711 20,778 26,168

Ⅱ 連結売上高 151,535

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％)    2.0 0.4 1.1 13.7 17.2 

     

　前連結会計年度（自 平成15年４月１日  至 平成16年３月31日）
(単位：百万円) 

北　米 欧　州 ｵｾｱﾆｱ ｱ ｼﾞｱ 計

Ⅰ 海外売上高 3,021 656 2,629 38,099 44,407

Ⅱ 連結売上高 341,739

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％)    0.9 0.2 0.8 11.1 13.0 

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
     (1)国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。
　   (2)各区分に属する主な国又は地域   ① 北 米･････米国
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　② 欧 州･････英国　
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　③ ｵｾｱﾆｱ･････豪州
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　④ ｱ ｼﾞｱ･････香港、台湾
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〔リース取引〕

　 半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略している。　

〔有価証券〕

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

 (1) 株式

 (2) 債券

 　　国債・地方債等

 　　その他

合　　　　　計

(注) 取得原価は減損処理後の帳簿価額である。なお、当中間連結会計期間に19百万円、前連結会計年度に74百万円、それぞれ減損処理

　 を行っている。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結（連結）貸借対照表計上額
    その他有価証券

（単位：百万円）

種　　　　類

 非上場株式

〔デリバティブ取引〕

 当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はない。

〔継続企業の前提〕

 当中間連結会計期間（自 平成16年４月１日  至 平成16年９月30日）

　 該当事項はない。

 前中間連結会計期間（自 平成15年４月１日  至 平成15年９月30日）

　 該当事項はない。

 前連結会計年度（自 平成15年４月１日  至 平成16年３月31日）

　 該当事項はない。

3,3379,069 11,913 8,715 12,0532,843

－

－

53      53      －

3,3378,705 12,043

9       9       

前中間連結会計期間末
（平成15年９月30日）

－

－

2,843

－

8,997 11,840

19      19      

種　　　　類

前連結会計年度末
（平成16年３月31日）

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差　　額 取得原価
連結貸借
対照表
計上額

差　　額

当中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差　　額

9,473 12,505 3,032

8,996 12,028 3,032

477     477     0

－ － －

4,110 4,005

当中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

前連結会計年度末
（平成16年３月31日）

3,665

前中間連結会計期間末
（平成15年９月30日）
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